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JILIS 情報法×憲法研究会夏合宿（2022 年 8 月 23 日（火）於・高知大学）報告レジュメ 

 

デジタル化時代の公文書管理 

獨協大学 岡田 順太 

junta@dokkyo.ac.jp 

１、研究来歴 

（科研費） 

• 「国際比較に基づくアーカイブズと社会の関係に関する総合的研究」基盤研究（B） 

2010 年 4 月-2014 年 3 月 

• 「市民社会における記録とアーカイブズの意義に関する国際比較研究」基盤研究（B） 

2016 年 4 月-2020 年 3 月 

• 「国際比較に基づく記録の公開と共有がもたらす社会の維持と変容に関する研究」基盤

研究(B) 2022 年 4 月- 2026 年 3 月 

 

２、公文書管理の３つの潮流 

• 「アーカイブズ」（Archives）とは、歴史的・文化的な資料又は学術研究用として保存さ

れている資料ないしは、それを管理する施設を指す。 

• 2009 年の公文書管理法制定を契機として、いわゆる「アーカイブズ」の役割がにわか

に注目された。憲法学的には、知る権利（21 条）や行政機関による説明責任の具体化と

しての情報公開法制の前提となる制度として把握される。 

• 「史料」「文書（もんじょ）」ないしは「文書館」といった言葉では含まれないニュアン

スを示すために、カタカナ語のまま流通する専門用語である。「われわれが日々の仕事

や生活を営む上で必然的に作り出している書類や記録が『史料』になるという点で、人

間が行うあらゆる活動と密接に結びついた存在であることが、この定義では強調されて

いる」1。 

• 役割を終えた資料を収めて管理するといった静態的な意義付けだけではなく、日々生み

出される各種の情報をいかに統制・管理し、適切な保存・活用につなげていくかという

動態的な意義付けがなされている。 

• 日本におけるアーカイブズ制度の進展は、特に近世の歴史学を中心とする史料保存運動

を基礎としており、学術研究の色彩が強いものであった。「〔アーカイブズ制度を〕歴史

学研究のための資料保存と区別できなかった人に、アーカイブズ制度を理解させ、浸透

させようとする人たちには、歴史学の存在は、ある意味障壁になって立ちふさがるよう

に思えたのかもしれません。」2 

• 戦後、旧公家・大名家、庄屋などが収蔵していた古文書類が流出し、散逸の危険性が生

じた。1951 年に文部省史料館が設置され、近世を中心に民間史料の収集・保存を行う。

                                                   
1 坂口貴弘「アーカイブズの編成・記述とメタデータ」情報の科学と技術 60 巻 9 号（2010

年）384 頁） 
2 高埜利彦「日本のアーカイブズ制度を回顧する」アーカイブズ研究 27 号（2017 年）62 頁。 
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1972 年に設立された国文学研究資料館に編入される。1959 年日本学術会議「公文書散

逸防止について（勧告）」に基づき、1971 年、総理府に国立公文書館が設置されたが、

江戸幕府の蔵書に由来する内閣文庫を含む、永年保存文書などの移管場所となり、各省

庁の活動から切り離された存在として位置づけられる。 

• この間の動きについては、「戦後、アーカイブズ運動を牽引した方々の多くが近世史出

身であったことが日本のアーカイブズ運動の一つの特徴と言えますが、それが良い意味

でも悪い意味でもアーカイブズ運動に大きな影を落としているというか、アーカイブズ

運動を複雑にした要因」と評される3。 

• 「従来わが國の歴史は、いわゆる支配階級の歴史でありまして、國民生活に最も関係の

深い産業、経済、社会、文化などの部門がおろそかになつておりました。ことに近世の

庶民生活の研究につきましては、非常に不十分な状態にあつたのであります。從つて今

後の歴史研究者は、民間記録による実証的な研究を進めて行かなければならぬ。」4 

• 日本の歴史学は、戦後、「皇国史観」が連合国により断絶の対象となり、「結果として、

実証主義歴史学と戦前に反体制学問とされたマルクス主義歴史学が歴史学界に残った

が、主流となったのは『科学的歴史学』を僭称するマルクス主義歴史学であった。」「こ

のことが、戦後の史料保存運動が民衆史を対象とし、近世古文書の保存を重視する背景

となった。」5 

• マルクス主義歴史学の「近現代史研究は、より現実と直接的な関係性を有しているため、

現実には日々、文書を生みだす行政機関・親組織との連携を阻害する要因ともなってい

る」。「マルクス主義歴史学は、・・・近現代史研究では歴史認識や体制の反動化を主たる

研究領域としている点に特色があり、彼らが『アーキビスト』となっている機関アーカ

イブズが行政機関・親組織との連携がとれない（とらない）背景ともなっている。」6 

• 「近現代文書を扱う場合には、近世史研究者であれば直面する必要のない評価・選別と

いう課題に向き合わざるをえなくなります。つまり、公文書をいかに評価・選別して未

来に遺していくのか、という問題に直面するようになったのではないでしょうか。」7 

• 1980 年代後半から、「評価・選別」の専門家（アーキビスト）養成への関心が高まる。

1987 年には、地方における史料保存運動とも連動した公文書館法が制定されるが、歴

史資料としての古文書の保管が第一に考えられた。 

• 公文書館法附則 2 項では、専門職員についての特例として、「当分の間、地方公共団体

が設置する公文書館には、第四条第二項の専門職員を置かないことができる。」とされ

た。 

                                                   
3 福田千鶴「古文書大国日本とアーカイブズ」アルケイア（南山大学）7 号（2013 年）8 頁）。 
4 第 5 回国会衆文部委員会議録（昭和 24 年 4 月 20 日）2-3 頁〔森戸辰男委員発言〕。 
5 小池聖一「日本におけるアーカイブズと歴史学」広島大学文書館紀要 20 号（2018 年）7-8

頁。 
6 小池・前掲 8 頁。 
7 福田・前掲 11 頁。 
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• ①第二次大戦後から 1960 年代にかけての資料の散逸・消滅を防止する運動が起こった

第 1 期、②1960 年代から 1970 年代後半にかけての文書館設立運動が起こり、国立公文

書館設置（1971 年）などの施設・設備の整備が進められた第 2 期、③1970 年代後半か

ら 1990 年代にかけての資料の保存・利用体制の組織化・体系化に向けた運動が起こっ

た第 3 期とすると、2000 年以降の動きは、「公文書ルネサンス」と称される第 4 期にあ

たる。 

• 2003 年 12 月、内閣官房長官（当時福田康夫）決定により「懇談会」が設けられ、報告

書「公文書等の適切な管理、保存及び利用のための体制整備についてー未来に残す歴史

的文書・アーカイブズの充実に向けて」が作成される。同報告書は、公文書管理法制定

につながるもので、アーキビスト育成についても触れられている。 

• 2004 年 4 月に日本アーカイブズ学会が設立され、2012 年 4 月から学会登録アーキビス

ト制度が開始される。2008 年 4 月、学習院大学大学院にアーカイブズ学専攻が開設さ

れる。同専攻の助教（現在、東京大学文書館准教授、アーカイブズ学）であった森本祥

子が本年 7 月、公文書管理委員会委員に就任する。 

• 近世歴史学を主軸とする史料館としてのアーカイブズというハコモノ整備が先行し、後

から情報公開や行政の説明責任、アーキビスト養成といった要素が「接ぎ木」された状

況。「歴史学専攻学生の就職口としても注目され、歴史学と『アーカイブズ学』の連携が

強く意識されている」8 

• 公文書管理の面からは注目されない第 3 の潮流の存在。 

 

３、「支部図書館」をめぐる思想 

• 国立国会図書館法（前文） 

国立国会図書館は、真理がわれらを自由にするという確信に立つて、憲法の誓約する日本

の民主化と世界平和とに寄与することを使命として、ここに設立される。 

• 憲法典と一体の法律として制定され、国会とともに憲法秩序を構築する役割を果たす機

関の創設を企図した憲法附属法の一つである。 

• 当初は、国会隷下の「情報省」としての位置づけ。 

第二十条 館長が最初に任命された後六箇月以内に行政及び司法の各部門に現存するす

べての図書館は、本章の規定による国立国会図書館の支部図書館となる。なお、現に図書

館を有しない各庁においては一箇年以内に支部図書館を設置するものとする。 

• 支部図書館制度は、国立国会図書館設立当初に期待された「情報省」の役割を特徴付け

る制度であった。 

• 「特に支部図書館制度の構想については世界の図書館史上破天荒ともいえる制度であ

って、三権分立にこだわる既成の法理論と合致しないものであるが、三権は相干犯する

ものであってはならないが、又同時に合反撥するものでなく相互に調和協力を図るべき

ものであるので、これを図書館活動より始めようではないかというわけで、両院の委員

                                                   
8 小池・前掲７頁。 



4 

 

連はこぞって賛意を表した。」9。 

• 「国立国会図書館は、アメリカ連邦議会図書館・図書館協会からの使節団の助言・協力

の下、アメリカ連邦議会図書館を参考に、行政優位の統治構造を脱するために設けられ

た機関」。「使節団も、支部図書館制度を提言したものの共通の確定したものをもってい

なかったようにもうけとられる」10。 

• 「政府情報の公開を基礎づける図書館の原理の具体化としての支部図書館制度は、情報

公開をめぐるアメリカの理想と羽仁〔五郎〕の思想との幸福な結合の所産である」11 

• 「公開するんじゃなくて、むこうを占領してしまうんだよ」12。 

• しかし、蟻川は、その制度設計上の不備を次のように指摘する。「国立国会図書館をし

て統治情報の公開のための制度の先駆けたらしめようとした羽仁の企図の不首尾の要

因の一つは、その鍵になるはずの支部図書館制度を、文書館の原理によってではなく、

図書館の原理によって設計しようとした点にある。」13 

• 「秘匿的な行政官庁からの文書の『占領』のための技術、文書群の原秩序を保持した形

での整理・保存への指向性、開示に際しての個人のプライヴァシー情報の点検と対処等

は、いずれも、図書館の原理によっては要請されない。文書館の原理に固有の専門技術

性（expertise）に由来する諸契機である。・・・これらの諸契機は、たしかに、手段的

なものである。しかし、これらの諸契機こそが、統治情報の公開という制度を支える技

術となるのである。」14 

• なぜ支部図書館制度は形骸化したのか。①文書館の論理と図書館の論理の取違え。②専

門的技術を有する職員の欠如。③立案者の有する構想の理解者不足。 

• 国立国会図書館を「情報省」とする構想は、立法府の下に行政機関を置くことになり三

権分立に反する？そもそも無理のある仕組みであったのか？ 

• 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会法（平成 23 年法律 112 号）。政府の事故対応

への不信感を背景に、議院法制局の反対を押し切り、超党派の議員の賛同で設置。国会

議員が構成員とならず、調査権を有する機関の設置は異例。「国会の新たなる在り方を

生み出す動きを創り出してくれることを、私は確信している」15。 

• 国立国会図書館の設立趣旨に立ち返るべき。羽仁五郎の「占領」構想は、国政調査権を

背景に、内閣府の下にある国立公文書館の組織・機能を、国立国会図書館と連動させ、

支部図書館制度を通じて、公文書の作成・管理・使用・処分に至る文書のライフサイク

                                                   
9 酒井悌「国立国会図書館法成立の過程」支部図書館館友会編『国立国会図書館支部図書館外

史』（支部図書館館友会、1970 年）12 頁。 
10 酒井・前掲 13 頁。 
11 蟻川恒正「文書館の思想」現代思想 32 巻 12 号（2004 年）87 頁。 
12 羽仁五郎『図書館の論理―羽仁五郎の発言』（日外アソシエーツ、1981 年）60-61 頁。 
13 蟻川・前掲 91 頁。 
14 同上。 
15 塩崎恭久『「国会原発事故調査委員会」立法府からの挑戦状』（東京プレスクラブ新書、2011

年）141 頁。 
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ルの監理を行わせることで実現しうる（公文書管理の国会中心主義）。 

• 国会は情報領域における「国権の最高機関」と位置付けられる。 

 

４、小 括―情報法の限界 

• 本館の役割を「一般的な本を供給するのがよろしい、まあこういう着想になつているも

のと思います」と述べ、各省庁ごとに一般的な図書を購入する無駄を省き、専門特化し

た図書の収集をさせることを支部図書館制度の意義であると示す16。 

• 図書館を通じた情報収集を企図して三権分立の枠を外した新制度を、図書という国有財

産管理の問題ととらえ、公物法という「既存の法理論」に照らして読み替えた。だが、

それならば単純に図書館の間での資料の融通を図ればよいだけであり、それを国立国会

図書館が担う必然性に乏しい。 

• 当初、国立国会図書館法は、館長を国務大臣待遇に位置づけており（旧 4 条 2 項 4 段）、

「情報省」の大臣との位置づけが念頭にあったものと思われる。図書という特定の国有

財産管理のために「主務大臣」が必要かという疑念が生じる。実際、館長の高待遇が問

題とされ、2005 年の法改正により、現在、館長の待遇は、副大臣級に格下げされてい

る。 

① 歴史学的アーカイブズ観→公文書館を歴史的公文書の保存庫として認識し、現用公文

書の作成・管理・廃棄のライフサイクル全般に関与しないものと捉える。 

② 行政法的公物概念→公文書をどのように活用するかではなく、公文書の管理そのもの

が目的となる。また、議会が視野に入らない。 

③ 基本的人権理論→表現の自由（21 条）、プライバシー権（13 条）が発送の起点になる

ため、国家全体の統治情報の集約・公開という視点に欠ける。 

 

５、中井正一の思想 

• 中井正一（なかい・まさかず）1900-1952 年 

• 美学者、社会批評家。広島県生まれ。京都帝国大学文学部哲学科卒業。深田康算、

九⿁周造らに師事。 

• 1930 年、『美・批評』創刊。美術史研究を中心としながら、現象学、記号論、新カ

ント派やフランクフルト学派などの思潮、新即物主義などの芸術実践を含めた幅

広い分野を扱う。その後、国際的な反ファシズム文化運動の紹介など左翼文化誌と

しての性格を先鋭化させていく。・1936 年、「委員会の論理」を発表。 

• 1937 年、治安維持法違反の疑いで検挙（懲役 2 年、執行猶予 2 年）。以後、終戦

まで当局の監視下に。 

• 1945 年、尾道市立図書館館⾧に就任。 

• 1948 年、羽仁五郎の推薦で、国立国会図書館副館⾧に就任（在任中に逝去）。 

• 中井正一は、「世界の現段階の文化は、もはや知識は大きな組織で集団的共同研究の形

                                                   
16 第 9 回国会衆図書館運営委員会議録 2 号（昭和 25 年 12 月 2 日）2 頁〔金森徳次郎国立国会

図書館館長説明〕。 
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で政治に役立つものとならなければならないことを示しつつある。米国の国会図書館の

機構は、正に知識が組織機構の形で政治に奉仕する実験をしている」として図書館の社

会的意義を示している17。 

• 「よき意図を常に圧さえて来た政治に対して、真の現実に密着しながら忠告を与えるこ

とを、中国の『資治通鑑』の幾十人の諫官達は死をもって守りつづけて来た。・・・かの

真実が必ず歴史の中に実現するという彼等の確信を裏づけるかの如く、ここに、人民が、

人民によって、人民のための法律を、ここに作るところの機関として国立国会図書館が

でき上がったのである。」18。 

• 支部図書館制度の企図する点は、①官僚主導の政治を脱却し、政治主導（＝国会中心）

の確立をめざすこと、②官僚セクショナリズムを打破し、行政省庁、国家機関横断的な

情報集約・分析・評価の仕組みを構築すること、③集約された情報が国権の最高機関た

る国会による立法作業に役立つようにすること、にあると考えられる。 

• 中井の構想は、さらに国会に対する「現代の諫官」として、国立国会図書館を位置づけ

ている。 

• 「国会事故調は報告書の中で、規制当局に対する国会の監視、政府の危機管理体制の見

直し、電気事業者の監視など『7 つの提言』をした。調査結果から導き出された『7 つ

の提言』は、本来、国会で充分に討議された上で、『実施計画』が策定され、その進捗状

況は国民と共有されるべきものだ。ところが、事故から 5 年が経った今も、国会では『実

施計画』の討議すら満足に行われていない。」19 

• 議会は得られた情報をどう活用するのか。 

• 「人民裁判的な国政調査権の実践」からの脱却。議会としての事実認定を調査結果とし

てまとめ、報告書形式で示すことの重要性。 

• 「極端ないい方をすれば、証人尋問をする委員の発言は、その一言一句まで委員会の合

意が必要だということになろう」20。 

• 「委員会の論理」での集団的思惟機構の構想を著した中井正一は、「言う言葉」から「書

く言葉」をもつようになるのに人間はどんなに苦労したかと述べる。そして、「凡ての

読者が執筆者になる」ことの要求と現実への憤りを示す。「『印刷される言葉』を発見し

たことは、大勢が共に話し合う機会・可能性の確保でもあった。しかし、人々は、話し

合いはしなかった」21。 

• 現実政治における「熟議」民主主義は、討論番組よろしく「言う言葉」の投げあいに終

始し、熟慮も討議もない状況にある。「書く言葉」というフィールドに立ってこそ、平等

                                                   
17 中井正一「知識と政治の遊離」中井浩編『中井正一論理とその実践―組織論から図書館像へ

―』（てんびん社、1972 年）17 頁。 
18 中井正一「真理は我らを自由にする」前掲 91 頁。 
19 黒川清・元国会事故調委員長（2016 年 3 月）https://gendai.ismedia.jp/articles/-/48136 
20 松沢浩一「国政調査権の運用上の問題点」立法と調査 100 号（1980 年）95 頁。 
21 中井正一『文化と集団の論理（中井正一全集第 4 巻）』（美術出版社、1981 年）35 頁。 
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で対等な発言者の討議が可能となり、自ずと熟慮が働くようになる。 

• 記録→調査→熟議のための「書く言葉」のフォーラムとしての議会の可能性（議会制と

アーカイブズとの関係の理論構築）。 

 

６、展 望 

① 単純化された思考と視野狭窄 

 →原理・原則を踏まえつつ、それを超越する非常識・予測不能な構想。 

② 理論の偏重と経験の軽視。 

 →問題の本質を分析し、実践を重んじる理論構成。 

③ 人間のメディア（道具）化 

 →豊富な知識と教養、たゆまぬ批判精神と情熱。人間性の回復。 
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